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パプア・ニューギニアは、1975年に独立した開発途上の新興国です。同国は銅、金、石油など

の天然資源に恵まれ、これらの生産はGDPの約25％、総輸出金額の約70％（1998年）を占める鉱

産国であり、資源開発が同国の経済に占める比重は極めて大きくなっています。

しかしながら、鉱業生産は少数の大鉱山と少数の鉱産物品目に依存しているのが現状です。ま

た、金価格の低下による投資意欲の減退及びパプア・ニューギニア政府の行政手続きの遅れによる

鉱区権付与の遅延等のため、鉱物資源開発は停滞しています。

また、大規模な鉱山開発による環境問題が顕在化してきており、パプア・ニューギニア政府は

「中期開発戦略」（1997～2002年）において「天然資源開発と環境保護を両立しつつ次世代への恩

恵を考慮した発展」を掲げています。こうしたことから、鉱業分野への開発については、環境保全

と両立した持続可能な開発への協力が必要になっています。

このような背景の下、パプア・ニューギニアにおける鉱業の現況を把握するとともに、同国への

援助重点分野である「環境資源の保全と持続的な利用・開発」に沿って、「天然資源の持続的開発

及び鉱害防止を含む環境保全への支援」を念頭に、プロジェクト方式技術協力の実施の妥当性・可

能性を確認するため、2000年４月に基礎調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団の調査結果

を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣にあたりご協力をいただいた日本及びパプア・ニューギニアの関係各位

に対し、深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

2000年５月
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第１章　基礎調査団の派遣第１章　基礎調査団の派遣第１章　基礎調査団の派遣第１章　基礎調査団の派遣第１章　基礎調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（1）調査団派遣の経緯

パプア・ニューギニア（以下、「PNG」と記す）は、1975年に独立した開発途上の新興国で

ある。銅、金、石油などの天然資源に恵まれ、これらの生産は、同国GDPの約25％、総輸出

金額の約70％（1998年）を占める鉱産国であり、資源開発がPNGの経済に占める比重は極め

て大きい。

PNGの鉱山開発については、独立以前からアメリカ合衆国、カナダ、オーストラリア等の

資本による採掘が進められてきたが、鉱業生産としては少数の大鉱山と少数の鉱産物品目に依

存しているのが現状である。また、1990年代にはめざましい新鉱床の発見はなく、探鉱投資

額は減少傾向にある。その理由としては、金価格の低下による投資意欲の減退及びPNG政府

の行政手続きの遅れによる鉱区権付与の遅延等である。

PNG政府は今後、鉱業関連法制度、行政組織及び鉱物資源情報を整備して一層の外資導入

を図るとともに、新鉱床の探査を効率的に行うための基盤情報（リモートセンシング、地質情

報システム（GIS）に関する技術）を整備する必要性を認識している。

一方、大規模な鉱山開発による環境問題が顕在化してきており、PNG政府は「中期開発戦

略」（1997～ 2002年）において「天然資源開発と環境保護を両立しつつ次世代への恩恵を考

慮した発展」を掲げている。よって、鉱業分野への開発については、環境保全と両立した持続

可能な開発への協力が必要になっている。

（2）調査団派遣の目的

PNGへの援助重点分野である「環境資源の保全と持続的な利用・開発」にのっとり、①「天

然資源の持続的開発」及び②「鉱害防止を含む環境保全への支援」を念頭に、プロジェクト方

式技術協力の案件発掘・形成を図る。

上記②については、現在PNG工科大学鉱山学科へ派遣中の個別派遣専門家を研究協力（環

境モニタリング技術）へと導く方針であることから、本調査においては①に重点を置き、鉱物

探査技術向上の視点から案件発掘・形成を図る。上記研究協力との有機的連携についても考慮

する。

また、世界銀行（鉱業行政能力向上に協力）との意見交換を行い、連携・協調を模索するこ

と及び、日本のODAの現状、予算事情及びプロジェクト方式技術協力スキームをPNG側へ説

明し、協力可能な案件（候補）につき、検討、考察することも本調査団の目的である。
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１－４　調査項目

（1）PNGの一般状況

（2）PNGの鉱業の現況

（3）技術協力実績

① 第三国、国際機関

（4）国家開発計画等における要請案件の位置づけ

（5）PNG側関係機関

① 援助窓口機関

② 所轄官庁

③ 実施機関

④ 実施体制、予算

（6）日本側協力機関

（7）プロジェクトの概要

① プロジェクトの目標

② 技術移転内容及び協力期間

１－５　主要面談者

（1）PNG側

1） 鉱業省

JOE KINTAU Deputy Secretary, Department of Mining

GRAEME HANCOCK Director, Mining Division, Department of Mining

2） 地質調査所

R.H. FINDLAY Assistant Director, Geological Survey

JOE BULEKA Hydro Geology, Geotechnical Engineering,

Geological Survey

3） 地球物理観測所

CHRIS MCKEE Director, Geophysical Observatory

4） 環境保全省

ROLF BRAUN Consultant, European Union, Environmental Monitoring

and Management of Mining in PNG

（EU派遣コンサルタント）

5） PNG大学

HUGH L. DAVIES Professor, Geology Department

ROBERT D. WINN Associate Professor, Geology Department
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6） PNG工科大学

井上博文 専門家 Department of Mining Engineering

PAUL S. ITIOGEN Director, Environmental Research and Management Center

DAVID PAKNE Lecturer, Department of Mining Engineering

DAVID SIANG Lecturer, Department of Mining Engineering

7） PNG鉱山・石油会議所

GREG ANDERSON Executive Director, PNG Chamber of Mines and Petroleum

8） オクテディ鉱業会社

W. D.（BILL）BLENKHORN Executive Manager - Logistics

FLORIAN DATI Superintendent, Media and Public Relations

RICK LOVE Executive Manager, Mine Division

STUART GREEN Manager, Technical Services, Mine Division

ROBIN B. MOAINA Executive Manager, Environment and External Relations

WILLIAM KUPO Program Manager, Community Relations

DAVID WISSINK Manager, Rural and Economic Development

9） 世界銀行PNG連絡事務所

DANIEL A. WEISE Resident Coordinator, PNG Liaison Office

（2）日本側

1） 在PNG日本大使館

田中辰夫　　　 大使

清水一郎　　　 一等書記官

2） JICA PNG事務所

岩崎　薫　　　 所長

星野明彦　　　 所員

稲生俊貴　　　 所員

TONY OMBO プログラム・オフィサー

3） 森林研究所

森林研究計画フェーズ２

古越隆信　　　 リーダー

吉田　恭　　　 業務調整
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第１ 開発計画の動
向

（1）国家計画、対象
セクター開発政
策との整合性

（2）鉱業の現状と課
題

ア 現状

ア「中期開発戦略」（1997～2002
年）において、「天然資源開発
と環境保護を両立しつつ次世
代への恩恵を考慮した発展」
を掲げている。

ア 金・銀・銅をはじめ原油を含
めた鉱産資源の輸出は輸出総
額の約70％（1998年）を占め、
GDPに占める鉱業部門のシェ
アは約25％（1998年）に達して
いる。

イ 鉱業生産、輸出は国際市況の
変化を受けやすく、現在は金
市場の低迷に直面している。

ウ 鉱業生産は干ばつや洪水など
の自然災害の影響を受けやす
い。

エ 鉱業生産は少数の大鉱山と少
数の鉱産品目に依存してい
る。

オ 1990年代には、めざましい新
鉱脈の発見はなく、探鉱投資
（外国資本に依存）額は減少傾
向にある。

カ 大規模鉱山における環境問題
が顕在化している。

・左記について、これま
でと今後の取り組み方
針について聴取する。

・左記について、課題の
解決に向けての施策を
聴取する。
（経済交流ミッション
（1998年8月）の資料を
基に具体的な課題と解
決のための施策を聴取
する）

・オクテディ鉱山を訪
問、視察する。

・日程の都合上、国家計画・財
務省との協議ができず、上位
計画については事務所にフォ
ローを依頼。
　なお、同省に開発計画専門
家が派遣される予定であるこ
とから、今後連携していく。
鉱業分野については以下のと
おり。

・鉱業の振興が経済発展のため
に不可欠であり、プライオリ
ティーは高い。よって鉱業政
策はPNGにおいて極めて重要
な政策である。

・外国投資誘致のために以下の
措置を講じている。
　　課税率の引き下げ
　　生産財、設備等の輸入関税
　　の引き下げ
　　投資免税期間の拡大

・鉱山閉鎖に関する法整備に向
けてワークショップを開催し
ている。
（2000年６月法制化を目標）

・オクテディ鉱山の廃石の放流
が河川に堆積し、洪水、下流
域の土壌を浸食している。

・オクテディ鉱山の今後のあり
方について、政府は調査を継
続中。
半年以内に結論、方針を出す
予定。

第２章　調査概要と調査結果第２章　調査概要と調査結果第２章　調査概要と調査結果第２章　調査概要と調査結果第２章　調査概要と調査結果

項　目 現状と問題点 対処方針 調査結果
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項　目 現状と問題点 対処方針 調査結果

イ 課題

第２　鉱業分野へ
の我が国援助の
動向

（1）協力中の案件

（2）開発調査等

第３ 他の援助機関
の動向

（1）世界銀行

ア PNG政府による鉱物資源情報
の管理及び活用が十分なされ
ていない。

イ 鉱業関連法制度、行政組織・
機能が弱い。

ウ 投資環境が整備されていない。
土地所有者との交渉、調整に
コストがかかる。

PNG工科大学鉱山学部における
分析技術移転
無償資金協力機材供与
個別専門家派遣（機器分析技術）
研究協力（環境モニタリング技
術）へ展開の予定

・過去にプロジェクト選定調査
（金属鉱業事業団）が実施された
（1985、1995、1996年度）。
・ 1997年度に資源開発協力基礎調
査の要請あるも、採択には至ら
ず。

・「鉱業セクター制度強化技術協力
プロジェクト」が予定されてい
る。
　2000年７月から４年間
　1,150万米ドル

・鉱業政策、鉱山開発契約（民間
企業、自治体、NGOとの関係）
に関する諸制度の見直し

・鉱業税収入の改善（関係省庁間
の調整）

・鉱山投資者への地質情報提供機
能の改善
上記を７つの個別プロジェクト
で実施する。

うち、地質情報整備プロジェクト
は400万米ドルの規模データ取得
（ランドサット等の海外地図情報）
に50万米ドル、資機材調達（コン
ピュータ等）に350万米ドル

・政府関係者と意見交
換し、現状及び問題
を把握する。

・世界銀行等から状況
を聴取する。

・協力の現状を関係者
から聴取する。

・鉱業分野の人材育成
の現状、課題を聴取
する。

日本大使館、JICA事務
所にて確認する。

・現状を聴取する。
・日本側協力との連携
の可能性を検討する。
（我が方が着目する鉱
物資源情報管理向上
（リモートセンシング、
GIS技術）との関係）

・データはあるが、活用できる
システムがない。

・オーストラリアでは空中磁気
探査の整備により探鉱投資が
促進。
PNGではそれらは未整備。

・世界銀行は行政能力強化支援
に取り組む予定。持続性が何
より重要。

・鉱山開発は各鉱山ごとの法令
（act）に基づくも、新旧鉱山で
環境基準は異なり、統一的な
方針がない。

・鉱山学科及び鉱物処理（選鉱）
学科が置かれている。

・予算が不足（前年比20％減）の
ため教員、カリキュラム拡充
が困難。

・最近の就職率は芳しくない。

・政府閣議決定のために鉱業省
内で検討中。世界銀行として
は過去の第１、２次構造調整
の反省から、第３次について
は鉱業セクターを重視し、プ
ロジェクト型の支援も行う方
針。

・世界銀行のプロジェクトは基
礎レベルの技術協力（コンサル
タントによるトレーニング）で
ある。技術協力の定着化、持
続性を図るために我が方協力
の意義はある。
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項　目 現状と問題点 対処方針 調査結果

（2）EU

第４ 協力可能なプ
ロジェクトの検
討

（1）協力可能な相手
先となる関係機
関の活動状況

（2）PNGにおける
GIS技術、地質
データ管理

（3）我が国ODA及
びプロジェクト
方式技術協力ス
キーム

環境保全省における鉱山環境モニ
タリング支援
同省に専門家（コンサルタント）派
遣

PNG工科大学における環境セン
ター設立構想あり（2001年を想定）

鉱業省、地質調査所に関し、具体
的な組織・機構、役割、人員（人
材）、予算、施設、機材状況につ
いての情報は不足。

GIS技術
オーストラリアから地図情報を購
入し、地質調査所にて鉱物資源情
報としての適用を試行中。
（演習を目的としたコンピュータ
上の処理であり、現実、実用的な
ものではない。機材も古い）

PNG大学にてGISの授業が行われ
ている。石油開発においてGISの
役割が高まっており、石油会社数
社から大学にGIS関連コンピュー
タ機材が供与されている。

地質図の整備状況
25万分の１地質図については、
オーストラリアが作ったデジタル
情報によりPNG全土をカバーして
いるが、概略図のレべルであり個
別地域の情報に乏しい。
また、地図情報の整合性に欠けて
いる。
10万分の１、５万分の３の地質図
は整備されていない。

成果重視、自立発展性を重視した
案件形成が必要。

現状を聴取する。

左記を調査し、課題・
ニーズを把握する。

ODA、スキームの説明
を行う。
（プロジェクト・サイク
ル・マネージメント
（PCM）手法、概要の紹
介）

・政府の環境モニタリング予算
は乏しい。

・四半期ごとに定期モニタリン
グは行っているが、肝心の分
析ができていない。

・緊急時の対応ができない。

・同大との協議は進捗していな
い（内容未確定）。

・組織・体制等詳細につき質問
票の回答を取り付け中（事務所
へフォローを依頼）。

・鉱業省の人員：134名
６割が鉱山・地質技師及びテ
クニシャン、４割が一般事務
職員

・施設
既存の施設に隣接して世界銀
行プロジェクト用に建物を建
設中（内装工事の段階）。

・機材
基礎的なものは一通りそろっ
ているが、老朽化している。

・鉱物資源情報の整備が急務で
あることを確認。

・鉱業省へ各種資料配布
案件形成（要請発出）の参考と
してもらうよう依頼した。
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項　目 現状と問題点 対処方針 調査結果

想定される協力の
枠組みの考察

１プロジェクト
　タイトル

２実施機関

３ターゲット
　グループ

４ターゲット
　エリア

５プロジェクト
　期間

６プロジェクト・
　サイト

７上位目標

８プロジェクト
　目標

９成果

10  日本側投入

11  PNG側投入

鉱物資源情報基盤整備計画（仮称）

鉱業省

地質調査所の技師（カウンター
パート）

PNG全土（の鉱物資源情報）

３年

地質調査所（首都ポート・モレス
ビーに所在）

鉱業分野における投資が促進する

地質調査所における鉱物資源情報
整備が向上する

１衛星画像処理、解析、分析がで
きるようになる

２物理探査データの解釈ができる
ようになる

３地質調査所が地質図を作成、編
集できるようになる

４既存データが容易に活用できる
ようになる

専門家派遣（別紙案）
研修員受入れ
機材供与
プロジェクト現地業務費

世界銀行援助を含む必要な施設・
機材の確保
プロジェクトに必要な予算、人員
の配置

左記につき、PNG側の
要望を確認し、その対
応案につき検討する。

次項のとおり
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第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見

３－１　中期開発戦略について

現在、PNGは10年来の経済危機に悩まされている。その主な原因のひとつは人的資源開発の立

ち後れである。また、国土は山脈によって南北に分断されていることから、南北をつなぐインフラ

ストラクチャーの未整備も経済・社会開発の遅延の原因となっている。同国の全人口の約38％は今

も貧困レベルにあり、労働人口の約65％がGDPシェアで28％程度でしかない農業に従事している

という産業構造となっている。

また、PNGには715の土着言語があるといわれているとおり、ハイランド地域には伝統的生活を

営む少数民族が多数存在しており、これらの民族間で生じる伝統的土地所有権の調整が、しばしば

開発を困難にする要因となっている。

こうした社会情勢において、政府は、経済の再生に向けて中期開発戦略（1997～2002年）を掲

げ、実行中である。これは1995年に始めた構造調整プログラムの政策を強化・推進したもので、そ

の重点分野として、①保健医療、②教育、③インフラストラクチャー、④民間セクター開発、⑤良

き統治、法整備、執行への予算と開発プログラムづくり、また、それらプロジェクトへの適切なファ

ンド、⑥政府の機能と役割の再定義と人材の強化、⑦経済発展の原動力としての民間セクターの再

位置づけ、⑧1996年に始まった地方改革の遂行、といった戦略が位置づけられている。

３－２　鉱業分野の位置づけ

同国が経済的に発展し、経済危機を克服していくためには、経済発展の原動力となる民間セク

ターが経済に果たす役割が重要と考えられ、中期開発戦略でも民間セクターが重要な位置づけと

なっている。経済部門別のGDPへの貢献をみると、1998年には、農林・漁業が30.5％、鉱業・石

油が25.2％で、大半を占めている。輸出に占める割合では鉱業・石油が69.8％を占め、そのなかで

も特に鉱業製品は 46.6％を占め、外貨を稼ぐ重要な産業となっている。PNGの経済発展を考える

と、長期的には第二次、第三次産業への重点のシフトをはじめとする構造調整が必要と思われる。

一方、社会インフラストラクチャーの整備や人材資源の開発に時間を要することを考えれば、農

林・漁業、鉱業・石油等既存産業、とりわけ輸出に占める割合の大きい鉱業分野での民間セクター

の成長は大きな意味を有するものと考えられる。また、こうした産業の活性化や拡大が社会インフ

ラストラクチャーの整備や人的資源の開発を促進するなど経済・社会開発を促進する効果があり、

経済の発展に重要な役割を果たすものと考えられる。これは、今回視察したPNG最大規模の鉱山

であるオクテディ鉱山が地域経済・社会の開発に多大な貢献を果たしていることからも確証が得ら

れた。同鉱山事業者は地域住民、コミュニティーやNGOと共同で村落開発プロジェクトを興すな

ど、地方行政のサービスを代行しているといってもよいほどの機能を果たしていた。
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こうした背景のなかで、近年の鉱業の現況に目を向けると、ここ10年の金、銀、銅の生産は各

年の変動はあるものの総じて順調に生産しており、なかでも金の生産量は大きく伸びている。一方

で、稼働中の５つの大中規模鉱山のうち、５年後にはミシマ鉱山、10年後にはオクテディ鉱山が閉

山の予定である。ニッケル精錬所を併設して生産予定のラム・プロジェクトが開発準備中であるも

のの、ほかに目立った大型のプロジェクトはない。また、中長期の鉱山開発の動向をみるうえで重

要な探鉱投資は、この10年減少を続け、1988年に約8,000万ドルであったものが、1998年には1,500

万ドルにまで減少しており、今後の鉱山開発の停滞、ひいてはPNG経済への悪影響が懸念される。

また、オクテディ鉱山の廃石放流に起因する川底の上昇による洪水や、流域の地形変化により環

境問題が発生しており、PNG政府が世界銀行の支援を受けて今後の対応を検討しているところであ

るが、こうした動向が鉱山開発に与える影響は無視し得ない。

３－３　鉱業分野への協力の方向性

このような環境下において鉱業分野における民間セクターの活動を活性化するには、探鉱投資の

促進と鉱山開発環境の整備が必要と考えられる。探鉱投資の促進には、鉱業の歴史が浅く探鉱情報

等の蓄積が十分でないことや、厳しい自然条件や社会インフラストラクチャー等鉱山開発環境が未

整備であることを考えれば、PNG政府による地質情報等基礎的な情報の整備によって民間セクター

の初期投資の軽減を図ることが必要と考えられる。

また、鉱業は多額の初期投資が必要で投資回収に長期を要するため、長期間にわたって安定した

操業が保証されることが必要条件である。近年、環境問題が鉱山開発に与える影響は大きく、長期

間安定した操業を行うためには、環境面や税制面での法規制の整備と、環境監視の着実な実施が行

政に求められる。こうしたことから、鉱業分野における技術協力を行う場合、地質情報等基礎的な

情報の整備や、環境面での法規制整備や環境監視の面でプロジェクトを実施することが効果的であ

ると考えられる。

一方、世界銀行は、同国への第３次構造調整ローンを実施中であるが、第１次、第２次の構造調

整ローンの実施が不調に終わったことを受け、第３次構造調整ローンでは、鉱業部門における民間

企業の成長促進、人材育成、森林・天然資源の保全、行政制度改革の推進等を重点課題としている。

世界銀行は、鉱業分野の公的機関の人材の強化、すなわち鉱業開発政策と基準の強化、鉱業省及び

税収委員会の能力の強化、個別開発計画の調整、監督、評価機能の強化を目的とした７つのプロ

ジェクトを2000年７月から４年間にわたり、合計1,150万米ドルの予算で実施することを計画して

いる。７つのプロジェクトのうち２つは鉱業省が実施主体となるもので、持続的な開発のための環

境評価及び調整能力の開発や、地質調査の強化と地質情報システム作成のための能力開発を意図し

たものが実施される見込みである。

しかしながら、実施主体である鉱業省では、世界銀行のプロジェクトで人材訓練と機材整備が実
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施されるものの、技術協力は基礎的なものに限定される見込みである。また、個別のプロジェクト

は短期・小規模なものであるため、習得技術の定着と持続性を図るために、同省は日本の技術協力

を要望する意を表した。具体的にはリモートセンシング、探査データ整理及びデジタル解析処理等

である。

鉱業省のほか、PNG大学（地質学部）及びPNG工科大学（鉱山学部）と協議を行ったが、鉱業

省におけるプロジェクトの実施検討を進めることが最適であると判断する。鉱業省と上記の大学機

関とは良好な協力関係にあり、今後鉱業省は大学機関と民間鉱業界との連携を進めるための核とし

て存在し、その機能を強化していくことが必要であり、PNG鉱業の発展に対する鉱業省の役割は大

きい。
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